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第　 6 0 　号

　　　熊本県立自然公園条例の一部を改正する条例の制定について

　熊本県立自然公園条例の一部を改正する条例を次のように制定することとする。

　　令和 5年 2月 1 7 日提出

� 熊本県知事　蒲　島　郁　夫　　　

　　　熊本県立自然公園条例の一部を改正する条例

　熊本県立自然公園条例（昭和 3 3 年熊本県条例第 4 5 号）の一部を次のように改正する。

� 「第 4章　生態系維
　目次中「第 4章　生態系維持回復事業（第 3 6 条－第 3 9 条）」を
� 第 4 章の 2　質の

持回復事業（第 3 6 条－第 3 9 条）
� に改める。　　
高い自然体験活動の促進のための措置（第 3 9 条の 2－第 3 9 条の 6）」

　第 3条第 1項中「おいて」の次に「努めるとともに、相互に連携を図りながら協力する

よう」を加える。

　第 8条中第 2項を第 4項とし、第 1項の次に次の 2項を加える。

2　公園計画は、県立自然公園ごとに、当該公園内の自然の風景地の保護とその適正な利

用を図るための規制に関する事項、公園事業に関する事項その他必要な事項について定

めるものとする。

3　知事は、必要があると認めるときは、公園計画において、質の高い自然体験活動の促

進に関する基本的な事項を定めることができる。

　第 9条第 2項中「前条第 2項」を「前条第 4項」に改め、同条の次に次の 1条を加える。

　（協議会による公園計画の変更の提案）

第 9条の 2　第 1 6 条の 2第 1項に規定する協議会は第 1 6 条の 3第 1項に規定する利用

拠点整備改善計画について、第 3 9 条の 2第 1項に規定する協議会は第 3 9 条の 3第 1

項に規定する自然体験活動促進計画について、知事に対し、その作成のために必要な県

立自然公園に関する公園計画の変更をすることを提案することができる。この場合にお

いては、当該提案に係る公園計画の素案その他規則で定める書類を添付しなければなら

ない。

2　知事は、前項の規定による提案を踏まえた公園計画の変更をする必要がないと判断し

たときは、その旨及びその理由を当該提案をした協議会に通知しなければならない。

　第 1 0 条第 1項に後段として次のように加える。

　　この場合において、審議会が軽微な事項と認めるものについては、審議会の意見を聴

くことを要しない。

　第 1 0 条の次に次の 1条を加える。

　（協議会による公園事業の決定等の提案）
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第 1 0 条の 2　第 1 6 条の 2第 1項に規定する協議会は、知事に対し、第 1 6 条の 3第 1

項に規定する利用拠点整備改善計画の作成のために必要な公園事業の決定又は変更をす

ることを提案することができる。この場合においては、当該提案に係る公園事業の素案

その他規則で定める書類を添付しなければならない。

2　知事は、前項の規定による提案を踏まえた公園事業の決定又は変更をする必要がない

と判断したときは、その旨及びその理由を当該提案をした協議会に通知しなければなら

ない。

　第 1 1 条第 2項中「、その同意を得」を削り、同条第 4項中「同意を得よう」を「協議

をしよう」に、「申請書」を「協議書又は申請書」に改め、同条第 5項中「申請書」を「

協議書又は申請書」に改め、同条第 6項中「同意を得た」を「協議をした」に、「協議し、

その同意を得なければ」を「協議しなければ」に改め、同条第 7項中「同意を得よう」を

「協議をしよう」に、「申請書」を「協議書又は申請書」に改め、同条第 8項中「申請書」

を「協議書又は申請書」に改める。

　第 1 3 条第 4項中「第 2項」を「第 3項」に改め、同項を同条第 5項とし、同条中第 3

項を第 4項とし、第 2項を第 3項とし、同条第 1項中「協議し、その同意を得た」を「協

議した」に改め、同項を同条第 2項とし、同条に第 1項として次の 1項を加える。

　公園事業者（第 1 1 条第 3項の認可を受けた者に限る。）が県及び公共団体以外の者

にその公園事業の全部を譲渡する場合において、譲渡人及び譲受人があらかじめその譲

渡及び譲受けについて知事の承認を受けたときは、譲受人は、譲渡人に係る公園事業者

の地位を承継する。

　第 1 5 条中「第 1 1 条第 2項の同意又は同条第 3項」を「第 1 1 条第 3項」に改め、同

条第 2項中「同意又は認可」を「認可」に改める。

　第 1 6 条の次に次の 5条を加える。

　（県立自然公園における協議会）

第 1 6 条の 2　県立自然公園の区域をその区域に含む市町村は、単独で又は共同して、当

該県立自然公園の区域内における第 3 4 条第 1項に規定する集団施設地区その他の公園

の利用のための拠点（以下「利用拠点」という。）となる区域（以下「利用拠点区域」

という。）について、公園事業に係る施設の整備改善を中心とした当該利用拠点の質の

向上のための整備改善に関し必要な協議を行うための協議会を組織することができる。

2　前項に規定する協議会は、次に掲げる者をもって構成する。

　（ 1）　当該市町村

　（ 2）　当該利用拠点区域内において公園事業を執行し、又は執行すると見込まれる者

　（ 3）　当該利用拠点区域内の施設、土地又は木竹であって利用拠点の整備改善に関する

事業（以下「利用拠点整備改善事業」という。）に係るものの所有者又は使用及び収
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益を目的とする権利を有する者

　（ 4）　その他当該市町村が必要と認める者

3　当該県立自然公園の区域内において公園事業を執行し、又は執行しようとする者は、

当該公園事業に係る施設の整備改善を含む地域における利用拠点の質の向上のための整

備改善に関して協議を行う協議会が組織されていない場合にあっては、市町村に対して、

第 1項に規定する協議会を組織するよう要請することができる。

4　市町村は、第 1項の規定により協議会を組織したときは、遅滞なく、規則で定めると

ころにより、その旨を公表しなければならない。

5　当該利用拠点区域内において公園事業を執行し、又は執行しようとする者及び第 2項

第 3号に掲げる者であって第 1項に規定する協議会の構成員でないものは、同項の規定

により協議会を組織する市町村に対して、自己を当該協議会の構成員として加えるよう

申し出ることができる。

6　前項の規定による申出を受けた市町村は、正当な理由がない限り、当該申出に応じな

ければならない。

7　第 1項に規定する協議会は、必要があると認めるときは、関係行政機関に対して、資

料の提供、意見の表明、説明その他必要な協力を求めることができる。

8　第 1項に規定する協議会において協議が調った事項については、当該協議会の構成員

は、その協議の結果を尊重しなければならない。

9　前各項に定めるもののほか、第 1項に規定する協議会の運営に関し必要な事項は、当

該協議会が定める。

　（利用拠点整備改善計画の認定）

第 1 6 条の 3　前条第 1項に規定する協議会において、公園計画に基づき、規則で定める

ところにより、当該協議会の構成員である市町村の区域内の県立自然公園の区域内にお

ける利用拠点区域について、公園事業に係る施設の整備改善を中心とした利用拠点の質

の向上のための整備改善に関する計画（以下「利用拠点整備改善計画」という。）を作

成したときは、当該協議会の構成員である市町村及び当該利用拠点整備改善計画に記載

された利用拠点整備改善事業を実施しようとする者は、共同で、知事の認定を申請する

ことができる。

2　利用拠点整備改善計画には、次に掲げる事項を記載するものとする。

　（ 1）　利用拠点整備改善計画の区域（以下この条において「計画区域」という。）

　（ 2）　計画区域における利用拠点の質の向上のための整備改善に関する基本的な方針

　（ 3）　利用拠点整備改善計画の目標

　（ 4）　前号の目標を達成するために行う利用拠点整備改善事業の内容、実施主体及び実

施時期
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　（ 5）　第 1 1 条第 2項の協議又は同条第 3項の認可を要する利用拠点整備改善事業にあ

っては、同条第 4項各号に掲げる事項

　（ 6）　第 1 1 条第 6項の協議若しくは認可又は同条第 9項の規定による届出を要する利

用拠点整備改善事業にあっては、同条第 4項各号に掲げる事項のうち変更に係るもの

　（ 7）　計画期間

　（ 8）　その他規則で定める事項

3　利用拠点整備改善計画は、景観法（平成 1 6 年法律第 1 1 0 号）第 8条第 1項に規定

する景観計画に適合するものでなければならない。

4　知事は、第 1項の規定による認定の申請があった場合において、当該申請に係る利用

拠点整備改善計画が次の各号のいずれにも適合するものであると認めるときは、その認

定をするものとする。

　（ 1）　公園計画に照らして適切なものであること。

　（ 2）　当該利用拠点整備改善計画の実施が計画区域における利用拠点の質の向上に寄与

するものであると認められること。

　（ 3）　当該県立自然公園の保護に支障を及ぼすおそれがないものであること。

　（ 4）　円滑かつ確実に実施されると見込まれるものであること。

5　知事は、当該県立自然公園の保護又は利用のため必要があると認めるときは、その必

要な限度において、前項の認定に条件を付し、及びこれを変更することができる。

6　知事は、第 4項の認定をしたときは、規則で定めるところにより、当該認定に係る利

用拠点整備改善計画の概要を公表しなければならない。

　（認定を受けた利用拠点整備改善計画の変更）

第 1 6 条の 4　前条第 4項の認定を受けた利用拠点整備改善計画の変更をしようとすると

きは、第 1 6 条の 2第 1項に規定する協議会において当該変更に係る利用拠点整備改善

計画を作成し、当該協議会の構成員である市町村及び当該利用拠点整備改善計画に記載

された利用拠点整備改善事業を実施しようとする者は、共同で、知事の認定を受けなけ

ればならない。ただし、規則で定める軽微な変更については、この限りでない。

2　前条第 4項の認定（前項の変更の認定を含む。次条第 1項及び第 1 6 条の 6において

同じ。）を受けた者は、前項ただし書の規則で定める軽微な変更をしたときは、遅滞な

く、その旨を知事に届け出なければならない。

3　前条第 4項から第 6項までの規定は、第 1項の変更の認定について準用する。

　（認定の取消し）

第 1 6 条の 5　知事は、第 1 6 条の 3第 4項の認定を受けた利用拠点整備改善計画（変更

があったときは、その変更後のもの。次条において同じ。）が同項各号のいずれかに適

合しなくなったと認めるときは、その認定を取り消すことができる。
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2 　知事は、前項の規定により認定を取り消したときは、遅滞なく、その旨を公表するも

のとする。

　（公園事業に関する特例）

第 1 6 条の 6　利用拠点整備改善事業を実施しようとする者が、その利用拠点整備改善計

画について第 1 6 条の 3第 4項の認定を受けたときは、当該認定を受けた利用拠点整備

改善計画に記載された利用拠点整備改善事業のうち、第 1 1 条第 2項若しくは第 6項の

協議をし、同条第 3項若しくは第 6項の認可を受け、又は同条第 9項の規定による届出

をしなければならないものについては、これらの規定により協議をし、認可を受け、又

は届出をしたものとみなす。

　第 1 7 条第 3項中「第 1項」の次に「及び第 2項」を加え、同項を同条第 4項とし、同

条第 2項中「前項」を「前 2項」に改め、同項を同条第 3項とし、同条第 1項中「対し、」

の次に「第 4条及び」を加え、同項の次に次の 1項を加える。

2　知事は、第 4条及び第 1 0 条から前条までの規定の施行に必要な限度において、第 1

　 6条の 3第 4項の認定（第 1 6 条の 4第 1項の変更の認定を含む。）を受けた者に対し、

当該認定を受けた利用拠点整備改善計画（変更があったときは、その変更後のもの。以

下「認定利用拠点整備改善計画」という。）の実施状況その他必要な事項に関し報告を

求め、又はその職員に、認定利用拠点整備改善計画に係る土地若しくは建物内に立ち入

り、認定利用拠点整備改善計画に係る建物、帳簿、書類その他の物件を検査させ、若し

くは関係者に質問させることができる。

　第 2 1 条第 1項中「海面」を「海域」に改め、同条第 8項第 1号中「執行」の次に「又

は認定利用拠点整備改善事業（認定利用拠点整備改善計画に係る利用拠点整備改善事業を

いう。以下同じ。）」を加え、同項中第 4号を第 5号とし、第 3号を第 4号とし、第 2号

の次に次の 1号を加える。

　（ 3）　認定自然体験活動促進事業（第 3 9 条の 5第 1項に規定する認定自然体験活動促

進計画に係る第 3 9 条の 2第 2項第 2号に規定する自然体験活動促進事業をいう。以

下同じ。）として行う行為

　第 2 2 条第 3項第 3号中「ため」の次に「、又は認定利用拠点整備改善事業を行うため」

を加え、同項中第 7号を第 8号とし、第 6号を第 7号とし、第 5号を第 6号とし、第 4号

の次に次の 1号を加える。

　（ 5）　認定自然体験活動促進事業を行うために立ち入る場合

　第 3 0 条中「第 2 2 条第 3項第 7号」を「第 2 2 条第 3項第 8号」に改め、「風致」の

次に「又は景観」を加える。

　第 3 1 条第 1項ただし書及び同項第 5号中「海面」を「海域」に改め、同条第 7項第 1

号中「執行」の次に「又は認定利用拠点整備改善事業」を加え、同項中第 6号を第 7号と
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し、第 3号から第 5号までを 1号ずつ繰り下げ、第 2号の次に次の 1号を加える。

　（ 3）　認定自然体験活動促進事業として行う行為

　第 3 3 条中「第 2 2 条第 3項第 7号」を「第 2 2 条第 3項第 8号」に改める。

　第 3 5 条第 1項に次の 1号を加える。

　（ 3）　野生動物（鳥類又は哺乳類に属するものに限る。以下この号において同じ。）に

餌を与えることその他の野生動物の生態に影響を及ぼす行為で規則で定めるものであ

って、当該県立自然公園の利用に支障を及ぼすおそれのあるものを行うこと。

　第 3 5 条第 2項中「前項第 2号」の次に「又は第 3号」を加える。

　第 4章の次に次の 1章を加える。

　　　第 4章の 2　質の高い自然体験活動の促進のための措置

　（協議会）

第 3 9 条の 2　県立自然公園の区域をその区域に含む市町村は、単独で又は共同して、当

該県立自然公園の区域について、質の高い自然体験活動の促進に関し必要な協議を行う

ための協議会を組織することができる。

2　前項に規定する協議会は、次に掲げる者をもって構成する。

　（ 1）　当該市町村

　（ 2）　当該県立自然公園の区域内において自然体験活動の促進に関する事業（以下「自

然体験活動促進事業」という。）を実施し、又は実施すると見込まれる者

　（ 3）　当該市町村の区域内の施設、土地又は木竹であって自然体験活動促進事業に係る

ものの所有者、使用及び収益を目的とする権利を有する者又は管理者

　（ 4）　その他当該市町村が必要と認める者

3　第 1 6 条の 2第 3項から第 9項までの規定は、第 1項に規定する協議会について準用

する。この場合において、同条第 3項中「公園事業を執行し、又は執行しようとする者

は、当該公園事業に係る施設の整備改善を含む地域における利用拠点の質の向上のため

の整備改善」とあるのは「自然体験活動促進事業を実施し、又は実施しようとする者は、

　当該自然体験活動促進事業を実施し、又は実施しようとする地域における質の高い自然

体験活動の促進」と、同条第 4項中「第 1項」とあるのは「第 3 9 条の 2第 1項」と、

同条第 5項中「当該利用拠点区域内において公園事業を執行し、又は執行しようとする

者及び第 2項第 3号」とあるのは「当該県立自然公園の区域内において自然体験活動促

進事業を実施し、又は実施しようとする者及び第 3 9 条の 2第 2項第 3号」と読み替え

るものとする。

　（自然体験活動促進計画の認定）

第 3 9 条の 3　第 3 9 条の 2第 1項に規定する協議会（以下この項及び次条第 1項におい

て単に「協議会」という。）において、公園計画に基づき、規則で定めるところにより、
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当該協議会の構成員である市町村の区域内の県立自然公園の区域について、質の高い自

然体験活動の促進に関する計画（以下「自然体験活動促進計画」という。）を作成した

ときは、当該協議会の構成員である市町村及び当該自然体験活動促進計画に記載された

自然体験活動促進事業を実施しようとする者は、共同で、知事の認定を申請することが

できる。

2　自然体験活動促進計画には、次に掲げる事項を記載するものとする。

　（ 1）　自然体験活動促進計画の区域（以下この条において「計画区域」という。）

　（ 2）　計画区域における質の高い自然体験活動の促進に関する基本的な方針

　（ 3）　自然体験活動促進計画の目標

　（ 4）　前号の目標を達成するために行う自然体験活動促進事業の内容及び実施主体

　（ 5）　計画期間

　（ 6）　その他規則で定める事項

3　知事は、第 1項の規定による認定の申請があった場合において、当該申請に係る自然

体験活動促進計画が次の各号のいずれにも適合するものであると認めるときは、その認

定をするものとする。

　（ 1）　公園計画に照らして適切なものであること。

　（ 2）　当該自然体験活動促進計画の実施が計画区域における質の高い自然体験活動の促

進に寄与するものであると認められること。

　（ 3）　当該県立自然公園の保護に支障を及ぼすおそれがないものであること。

　（ 4）　円滑かつ確実に実施されると見込まれるものであること。

4　知事は、当該県立自然公園の保護又は利用のため必要があると認めるときは、その必

要な限度において、前項の認定に条件を付し、及びこれを変更することができる。

5　知事は、第 3項の認定をしたときは、規則で定めるところにより、当該認定に係る自

然体験活動促進計画の概要を公表しなければならない。

　（認定を受けた自然体験活動促進計画の変更）

第 3 9 条の 4　前条第 3項の認定を受けた自然体験活動促進計画の変更をしようとすると

きは、協議会において当該変更に係る自然体験活動促進計画を作成し、当該協議会の構

成員である市町村及び当該自然体験活動促進計画に記載された自然体験活動促進事業を

実施しようとする者は、共同で、知事の認定を受けなければならない。ただし、規則で

定める軽微な変更については、この限りでない。

2　前条第 3項の認定（前項の変更の認定を含む。以下同じ。）を受けた者は、前項ただ

し書の規則で定める軽微な変更をしたときは、遅滞なく、その旨を、知事に届け出なけ

ればならない。

3　前条第 3項から第 5項までの規定は、第 1項の変更の認定について準用する。
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　（認定の取消し）

第 3 9 条の 5　知事は、第 3 9 条の 3第 3項の認定を受けた自然体験活動促進計画（変更

があったときは、その変更後のもの。次条第 1項において「認定自然体験活動促進計画」

という。）が第 3 9 条の 3第 3項各号のいずれかに適合しなくなったと認めるときは、

その認定を取り消すことができる。

2　知事は、前項の規定により認定を取り消したときは、遅滞なく、その旨を公表するも

のとする。

　（報告徴収及び立入検査）

第 3 9 条の 6　知事は、この章の規定の施行に必要な限度において、第 3 9 条の 3第 3項

の認定を受けた者に対し、認定自然体験活動促進計画の実施状況その他必要な事項に関

し報告を求め、又はその職員に、認定自然体験活動促進計画に係る土地若しくは建物内

に立ち入り、認定自然体験活動促進計画に係る工作物、書類その他の物件を検査させ、

若しくは関係者に質問させることができる。

2　前項の規定による立入検査をする職員は、その身分を示す証明書を携帯し、関係者に

提示しなければならない。

3　第 1項の規定による権限は、犯罪捜査のために認められたものと解釈してはならない。

　第 4 0 条第 1項中「第 4 7 条第 1号」を「第 4 7 条第 1項第 1号」に、「海面」を「海

域」に改める。

　第 4 6 条第 1項中「次条各号」を「次条第 1項各号」に改める。

　第 4 7 条第 3号から第 5号までを削り、同条第 6号中「前各号」を「前 2号」に改め、

同号を同条第 3号とし、同条に次の 1項を加える。

2　公園管理団体は、前項各号に掲げる業務のほか、次に掲げる業務を行うことができる。

　（ 1）　県立自然公園の保護とその適正な利用の推進に関する情報又は資料を収集し、及

び提供すること。

　（ 2）　県立自然公園の保護とその適正な利用の推進に関し必要な助言及び指導を行うこ

と。

　（ 3）　県立自然公園の保護とその適正な利用の推進に関する調査及び研究を行うこと。

　（ 4）　前 3号に掲げる業務に附帯する業務を行うこと。

　第 4 8 条中「前条第 1号」を「前条第 1項第 1号」に改める。

　第 5 3 条の次に次の 1条を加える。

　（利用の増進のための情報の提供等）

第 5 3 条の 2　県は、県立自然公園の利用の増進に資するため、県立自然公園に関する情

報の提供及び普及宣伝を行うように努めるものとする。

　第 5 4 条第 1項中「第 2 2 条第 3項第 7号」を「第 2 2 条第 3項第 8号」に改める。



54

　第 5 5 条中「第 1 6 条第 1項又は第 3 2 条第 1項の規定による命令に違反した」を「次

の各号のいずれかに該当する場合には、当該違反行為をした」に改め、同条に次の各号を

加える。

　（ 1）　第 1 6 条第 1項又は第 3 2 条第 1項の規定による命令に違反したとき。

　（ 2）　第 2 1 条第 4項の規定に違反したとき。

　第 5 6 条中「該当する」の次に「場合には、当該違反行為をした」を加え、同条第 1号

を次のように改める。

　（ 1）　第 1 1 条第 3項の認可を受けた者が、同条第 6項の規定に違反して、同条第 4項

各号に掲げる事項を変更したとき。

　第 5 6 条第 2号中「者」を「とき。」に改め、同条第 3号中「第 2 1 条第 4項又は」を

削り、「者」を「とき。」に改め、同条第 4号及び第 5号中「者」を「とき。」に改める。

　第 5 8 条中「者」を「ときは、当該違反行為をした者」に改める。

　第 5 9 条中「該当する」の次に「場合には、当該違反行為をした」を加え、同条第 1号

中「第 1 7 条第 1項」の次に「若しくは第 2項、第 2 9 条第 1項若しくは第 3 9 条の 6第

1項」を加え、「同項」を「これら」に、「者」を「とき。」に改め、同条第 2号及び第

3号中「者」を「とき。」に改め、同条第 4号を削り、同条第 5号中「者」を「とき。」

に改め、同号を同条第 4号とし、同条第 6号中「者」を「とき。」に改め、同号を同条第

5号とし、同条第 7号中「者」を「とき。」に改め、同号を同条第 6号とし、同条第 8号

中「者」を「とき。」に改め、同号を同条第 7号とし、同条第 9号中「者」を「とき。」

に改め、同号を同条第 8号とし、同条第 1 0 号中「同条第 1項第 2号」の次に「又は第 3

号」を加え、「者」を「とき。」に改め、同号を同条第 9号とし、同条第 1 1 号中「者」 

を「とき。」に改め、同号を同条第 1 0 号とする。

　　　附　則

　（施行期日）

1　この条例は、令和 5年 7月 1日から施行する。

　（経過措置）

2　この条例の施行の際現に改正前の第 1 1 条第 2項の同意を得ようとしている者の申請

書及びその添付書類は、改正後の第 1 1 条第 4項の規定による協議書及び同条第 5項の

規定による添付書類とみなす。

3　この条例の施行の際現に改正前の第 1 1 条第 6項の同意を得ようとしている者の申請

書及びその添付書類は、改正後の第 1 1 条第 6項の規定による協議書及び同条第 8項に

おいて準用する同条第 5項の規定による添付書類とみなす。

　（提案理由）

　自然公園法（昭和 3 2 年法律第 1 6 1 号）の一部改正を踏まえ、関係規定を整備する必
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要がある。

　これが、この条例案を提出する理由である。


